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〔博士論文概要〕 
 
知的障害者のメンタルヘルスの不調の実態と問題行動に対する行動論的アプローチ  
―公衆衛生予防モデルを用いた探索的検討― 
下⼭ 真⾐ 
 
 
本論⽂は、国内の知的障害者のメンタルヘルスの不調の発⽣状況について調査し、問
題⾏動を⽰す知的障害児者を対象に⾏動論的アプローチで介⼊を⾏い、公衆衛⽣予防モ
デルを⽤いて⽀援を体系的に分類することを⽬的とした。各章の概要は以下の通りであ
る。 
第１章「知的障害者のメンタルヘルスの不調と問題⾏動」では、知的障害者のメンタ
ルヘルスの不調の発⽣状況について先⾏研究を整理した。その結果、先⾏研究における
知的障害者のメンタルヘルスの不調の時点有病率は、問題⾏動を含めるとおおよそ
40~50%程度であり、問題⾏動を含めない場合の時点有病率は 20%前後であった。知的
障害者のメンタルヘルスの不調や問題⾏動についての⼼理学的な⽀援のニーズは⾼い
と考えられるが、国内における知的障害者のメンタルヘルスの不調に関する発⽣状況に
ついてはほとんど明らかになっていない。 
第２章「知的障害者のメンタルヘルスの不調への⼼理学的アプローチ」では、メンタ
ルヘルスの不調を⽰す知的障害者に対する⼼理学的アプローチについて概観し、その課
題について検討した。知的障害者への⼼理療法やカウンセリングは従来適切でないと考
えられ、アセスメントや介⼊・⽀援の選択肢が少ない状況が予想された。国内では、知
的障害児者のメンタルヘルスの不調の有病率やその要因、⽀援状況はほとんど検討され
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てきていない。⼀⽅、メンタルヘルスの不調の中でも、問題⾏動を⽰す知的障害者への
⽀援の実践は⾮常に困難であり、⽣活全般の改善や向上を⽬的とした⽀援が必要である。
これまで積み重ねられたエビデンスベースの実践をもとに、予防的な視点で実践を整理
し直すことが問題⾏動を⽰す知的障害者の⽀援評価に必要であると考えられる。 
 第３章「本研究の⽬的」では、本論⽂の⽬的について整理した。第１章、第２章の課
題から、国内の知的障害児者のメンタルヘルスの不調の発⽣状況を把握するために、⽇
本語版メンタルヘルスの不調のスクリーニング検査を開発し、その検査を⽤いてメンタ
ルヘルスの不調の発⽣状況について調査する。その際、予防的⽅略についての情報を得
るために、メンタルヘルスの不調と関連する要因やメンタルヘルスの不調と関連する機
関の利⽤状況も調べ、メンタルヘルスの不調と問題⾏動の関連性について検討する。次
に知的障害者のメンタルヘルスの不調において⼤きな割合を占める問題⾏動について、
⾏動論的アプローチを⽤いた事例を公衆衛⽣モデルに基づいて⽀援を体系的に分類す
る。最後に、知的障害児者の健康や福祉、⽣活の質を⾼める⽅略と予防的な⽀援の在り
⽅について提⾔することを本研究の⽬的とした。 
 第４章「知的障害者のメンタルヘルスの不調の発⽣状況と関連要因」では、研究１で
⽇本語版 PAS-ADD チェックリストを作成した。質問項⽬の内的⼀貫性を計測したと
ころα信頼性係数は、先⾏研究と同様の結果であった。研究２では、東京都知的障害者
団に所属する知的障害者の家族 126 名からチェックリストの回答を得た。結果として、
メンタルヘルスの不調の得点が閾値以上の知的障害者は 23.8%であった。Taylor et al.
（2004）や Cooper et al.（2007）と同程度の数値が得られた。⼀⽅、メンタルヘルスの
不調に関連する専⾨機関の利⽤状況は、８割以上が何らかの専⾨機関を利⽤し、その多
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くが精神科医であった。研究３で、知的障害者のメンタルヘルスの不調の関連要因につ
いてロジスティック回帰分析を実施したところ、性別、年齢、⼼理的苦痛を伴うライフ
イベントにおいて関連性が⾒出された。⼼理的苦痛を伴うライフイベントを経験した知
的障害者に⼼理的な⽀援を提供することは、メンタルヘルスの不調の予防になると考え
られた。研究４では、東京都知的障害者団に所属する知的障害者 180 名の精神疾患と問
題⾏動の発⽣状況について調査した。結果として、精神疾患の診断を受けた⼈は 33.9%
で、問題⾏動を⽰した⼈は 18.9%であった。精神疾患の診断を受けていた⼈の割合は、
先⾏研究に⽐べて⾼かったが、問題⾏動については、Cooper et al.（2007）と近い数値
であった。精神疾患と関連する要因として、性別、ASD、問題⾏動が⾒出された。 
 第５章「⾃閉スペクトラム症を伴う知的障害者の問題⾏動に対する⾏動論的アプロー
チ」では、ASD を伴う知的障害者を対象として、⾏動論的アプローチによる介⼊を実
施し、その介⼊について公衆衛⽣予防モデルに基づいて分類した。研究５では、激しい
⾃傷⾏動を⽰す ASD のある児童を対象に機能的アセスメントを実施し、カリキュラム
修正と前兆⾏動強化を⾏い、代替⾏動を促進させた。これらの介⼊は３次予防⽅略とし
て有効であった。研究６では、⾃傷⾏動を⽰す知的障害者に対して、機能的アセスメン
トを実施し、⽇中活動と余暇活動における活動内容の変更を⾏った。園⼭（2003）の
ABCDEH 分析を⽤いてまとめることで、結果として本⼈の満⾜や周囲の職員からのポ
ジティブな反応により、活動従事が増え、⾃傷⾏動が減ったと考えられる。職員研修が
有効で、２次予防⽅略の⽔準で実施可能であった。研究７では、多量飲⽔から健康管理
が必要な知的障害者に対して、⽇中活動の変更と職員研修を実施した。その結果、⽇中
活動への従事と職員とのポジティブな関わりが増え、多量の⽔飲みと職員への他害⾏動
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が減った。３次予防⽅略として機能的アセスメントと職員研修の実施と職員の記録⾏動
の促進が分類された。研究８では、問題⾏動への予防⽅略として感情マネジメントを実
施した。ゲームで負けそうになるとその活動に参加できなかった参加児に対して、負け
そうなときにどんな⾏動を取るか選択させ、最後までゲームに参加できたときには周囲
の⼈が⼦どもを褒めた。結果として、ゲームに負けそうになっても、最後までゲームに
参加できるようになった。機能的アセスメント、感情マネジメントトレーニング、活動
従事をすること⾃体への強化予告など、３次予防⽅略として分類できた。研究９では、
１次予防⽅略、２次予防⽅略として感情マネジメントプログラムを ASD の 11 名の児
童・⽣徒を対象に感情マネジメントのプログラムを適⽤した。結果として、知的障害の
ある参加児童・⽣徒について、参加動機づけを⾼めるプログラムの準備、反応レパート
リーとして⾮⾔語レパートリーを想定・準備すること、⾔語理解と論理的思考に関して
は視覚的な⽀援・短い⽂章構成・体験的な実施内容にすること、創造性に対しては視覚
的⽀援やリストの作成が⼯夫点として⾒出された。 
 第６章「総合考察と今後の課題」では、研究１〜９の結果からメンタルヘルスの不調
や問題⾏動を⽰す知的障害者への⾏動論的アプローチについて、公衆衛⽣予防モデルに
基づいて分類し、予防的⽅略の意義を考察した。知的障害者のメンタルヘルスの不調の
発⽣状況は国内ではほとんど明らかになっていなかったが、本研究において海外の先⾏
研究と同様に⾼い発⽣状況にあることが⽰唆された。さらに、知的障害者の精神疾患は、
ネガティブなライフイベントの経験や問題⾏動の発⽣や⾃閉スペクトラム症の併発、性
別に関連する可能性があり、今後も関連要因に関する研究が必要である。知的障害があ
り、⾃閉スペクトラム症を伴う⼦どもや⼤⼈が⽰す問題⾏動については、⾏動論的アプ
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ローチによる介⼊が効果的であり、問題⾏動を減らすことだけではなく、⽣活の質の改
善・向上が期待できる⽀援が必要であった。メンタルヘルスの不調や問題⾏動を⽰す知
的障害者への⾏動論的アプローチについて、公衆衛⽣予防モデルに基づいて分類し、本
研究においてそれぞれの次元で実施した介⼊について整理したところ、＜アセスメント
＞＜介⼊＞＜⽀援者⽀援＞の観点からまとめることができた。今後は、このような公衆
衛⽣予防モデルに基づいて⾏動論的アプローチの介⼊を計画し、その効果について検討
することが必要である。 
